
（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 352,801 固定負債 44,174

有形固定資産 321,316 地方債等 33,901
事業用資産 182,210 ※ 長期未払金 2

土地 127,276 退職手当引当金 8,712
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 123,569 その他 1,559
建物減価償却累計額 △ 72,652 流動負債 6,028 ※

工作物 10,052 1年内償還予定地方債等 3,919
工作物減価償却累計額 △ 8,109 未払金 863
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 787
航空機 - 預り金 168
航空機減価償却累計額 - その他 290
その他 - 50,202
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 2,073 固定資産等形成分 365,556

インフラ資産 137,361 余剰分（不足分） △ 40,001
土地 74,833
建物 935
建物減価償却累計額 △ 508
工作物 94,813
工作物減価償却累計額 △ 36,452
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 3,740

物品 3,254
物品減価償却累計額 △ 1,509

無形固定資産 5,927
ソフトウェア 23
その他 5,904

投資その他の資産 25,558 ※

投資及び出資金 1,157
有価証券 461
出資金 696
その他 -

投資損失引当金 △ 253
長期延滞債権 1,139
長期貸付金 1,850
基金 21,779

減債基金 -
その他 21,779

その他 11
徴収不能引当金 △ 126

流動資産 22,956
現金預金 9,004
未収金 1,316
短期貸付金 33
基金 12,722

財政調整基金 12,722
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 -
徴収不能引当金 △ 119

繰延資産 - 325,556 ※

375,757 375,757 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：百万円）

経常費用 139,122
業務費用 59,912

人件費 12,209 ※

職員給与費 8,417
賞与等引当金繰入額 778
退職手当引当金繰入額 650
その他 2,363

物件費等 32,881
物件費 25,474
維持補修費 1,457
減価償却費 5,950
その他 0

その他の業務費用 14,822
支払利息 315
徴収不能引当金繰入額 166
その他 14,341

移転費用 79,210
補助金等 59,304
社会保障給付 19,848
他会計への繰出金 -
その他 58

経常収益 22,883
使用料及び手数料 3,593
その他 19,290

純経常行政コスト 116,239
臨時損失 537

災害復旧事業費 21
資産除売却損 462
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 54

臨時利益 28
資産売却益 1
その他 27

純行政コスト 116,747 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



（単位：百万円）

前年度末純資産残高 318,461 359,370 △ 40,909

純行政コスト（△） △ 116,747 △ 116,747

財源 123,039 123,039

税収等 58,384 58,384

国県等補助金 64,655 64,655

本年度差額 6,292 6,292

固定資産等の変動（内部変動） 5,365 △ 5,365

有形固定資産等の増加 9,954 △ 9,954

有形固定資産等の減少 △ 6,200 6,200

貸付金・基金等の増加 4,036 △ 4,036

貸付金・基金等の減少 △ 2,425 2,425

資産評価差額 - -

無償所管換等 821 821

その他 △ 19 - △ 19

本年度純資産変動額 7,094 6,186 908

本年度末純資産残高 325,556 ※ 365,556 △ 40,001

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

全体純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：百万円）

【業務活動収支】
業務支出 132,634

業務費用支出 53,424 ※

人件費支出 12,133
物件費等支出 26,836
支払利息支出 315
その他の支出 14,141

移転費用支出 79,210
補助金等支出 59,304
社会保障給付支出 19,848
他会計への繰出支出 -
その他の支出 58

業務収入 142,710
税収等収入 57,903
国県等補助金収入 61,995
使用料及び手数料収入 3,614
その他の収入 19,198

臨時支出 346
災害復旧事業費支出 23
その他の支出 323

臨時収入 27
業務活動収支 9,757
【投資活動収支】

投資活動支出 11,988 ※

公共施設等整備費支出 8,798
基金積立金支出 3,123
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 66
その他の支出 -

投資活動収入 4,322 ※

国県等補助金収入 2,572
基金取崩収入 1,635
貸付金元金回収収入 65
資産売却収入 21
その他の収入 30

投資活動収支 △ 7,665 ※

【財務活動収支】
財務活動支出 6,794

地方債償還支出 6,538
その他の支出 256

財務活動収入 7,698
地方債発行収入 7,698
その他の収入 -

財務活動収支 904
2,996
5,840
8,836

前年度末歳計外現金残高 179
本年度歳計外現金増減額 △ 11
本年度末歳計外現金残高 168
本年度末現金預金残高 9,004

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

全体資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



１．重要な会計方針
有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
イ 昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。
② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価

有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的以外の有価証券
　 市場価格のないもの･･････････････････････取得原価
② 出資金
　 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ６年～50年
工作物 ６年～60年
物品 ２年～20年
② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によって
います。）
③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内の
リース取引及びリース契約1件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除きます。）
･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

引当金の計上基準及び算定方法
① 投資損失引当金
市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実
質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。
② 徴収不能引当金
未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま
す。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し
ています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して
います。
短期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して
います。
③ 退職手当引当金
期末自己都合要支給額を計上しています。
④ 賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込
額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

リース取引の処理方法
① ファイナンス・リース取引
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリー
ス料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ ア以外のファイナンス・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
② オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。



全体資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物としています。
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払い
を含んでいます。

採用した消費税等の会計処理
税込方式により処理しています。なお、下水道事業会計については税抜方式により処理さ
れております。

その他全体財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 物品、ソフトウェアその他の無形固定資産の計上基準
物品（美術品を含む）については、取得価額又は再調達原価が100 万円以上の場合に資産
として計上しています。なお、内容や量に鑑み資産価格の把握が困難な美術品について
は、備忘価額１円として計上しています。
ソフトウェアその他の無形固定資産についても物品の取扱いに準じています。
② 資本的支出と修繕費の区分基準
資産の価値を高め、又は耐久性を増すこととなると認められる場合は資本的支出とし、そ
れ以外の通常の維持管理や損壊した場合の原状回復にかかった費用は修繕費として処理し
ています。

２．重要な会計方針の変更等
該当ありません。

３．重要な後発事象
該当ありません。

４．偶発債務
保証債務及び損失補償債務負担の状況（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していない
ものの内訳（全体貸借対照表計上額及び未計上額））

立川市土地開発公社の金融機関等からの借入債務に対し、次のとおり保証を行っていま
す。
履行すべき額が確定していない損失補償債務等（貸借対照表未計上額）380,634,788円

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの
①東京地裁平成30年（行ウ）第188号生活保護基準引下げ違憲処分取消等請求事件
　東京地裁平成30年（行ウ）第263号生活保護基準引下げ違憲処分取消等請求事件
　東京地裁平成30年（ワ）第29540号生活保護基準引下げ違憲処分国家賠償請求事件
　0百万円及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払い済まで年５分の割合による
　金員
②東京高裁令和２年（行コ）第112号固定資産価格審査決定取消，損害賠償請求事件
　10百万円及び平成24年５月１日から支払い済まで年５分の割合による金員
③東京高裁令和３年（ネ）第53号損害賠償請求事件
　0百万円及びこれに対する2020年３月16日から支払い済まで年５分の割合による金員
④東京地裁令和３年（ワ）第114号慰謝料請求事件
　0百万円及びこれに対する2021年１月13日から支払い済まで年５分の割合による金員

５．追加情報
連結対象団体（会計）の一覧、連結の方法（比例連結の場合は比例連結割合を含みます。）及
び連結対象と判断した理由

連結の方法は次のとおりです。
① 地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
   当期から下水道事業会計について連結対象団体に含めています。そのため、前年度に
おける「本年度末純資産残高」及び「期末資金残高」と当年度における「前年度末純資産
残高」と「前年度末資金残高」とは一致していません。
一般会計等 一般会計 ： 全部連結
公営企業会計 下水道事業会計 ： 全部連結
その他 特別会計競輪事業 ： 全部連結
その他 特別会計国民健康保険事業 ： 全部連結
その他 特別会計駐車場事業 ： 全部連結
その他 特別会計介護保険事業 ： 全部連結
その他 特別会計後期高齢者医療事業 ： 全部連結



出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としている
旨、出納整理期間が異なる連結対象団体（会計）がある場合は当該団体（会計）の一覧と修正
の仕方

地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理
期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としていま
す。

表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額に齟齬が生じ
る場合は、その旨

百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。


